
2022年 度事業計画書

新型 コ ロナ ウィルスの感染拡大 か ら2年 以上が経過 しま した。出 口が見 えない

閉塞感 を抱 えていた世界 と日本 にもよ うや く経済 回復 の光が見 えたか に思 えま

したが、オ ミクロン株 の出現 によ り予 断 を許 さない状況 が続いています。

2021年 は改 めて 申すまで も無 く、 日本 の鉄ス クラップが史上二番 目に高い価

格 を記録 した年で した。2008年 リーマ ンシ ョック前の約7万 円が史上最高値 で

す が、昨年 は5万 円代の価格 とな り、それ が現在 まで持続 してい ることも大 き

な特徴 です。高値 が今 後も続 くか ど うか は確実に見通す こ とは出来ませ ん。しか

し、カーボ ンニ ュー トラルの動 き、予想 され る中国の今後 の鉄 スクラップ購入増

な どを考慮す る と、現在 の状況 か ら大 きな変化はない と見 る向きもあ ります。

このよ うな状況 のなかで、 日本鉄 リサイクル工業会は2022年 度 もチャ レンジ

精神 を忘れず に様 々な課題 に取 り組 んでいきたい と考 えてい ます。

脱炭素 、カー ボンニュー トラルへ の挑戦が課題 のひ とつです。鉄鋼業界 に とっ

て は喫緊 の課題 のひ とつですが、鉄ス クラ ップ業界 だけで達成で きるものでは

あ りませ ん。鉄鋼業界全体の動 き を理解 しっっ鉄ス クラ ップ業界 として何 が貢

献 できるかを よく考 え実行 してい くこ とが求 め られ てい ます。電炉操業 にお け

る鉄ス クラ ップの品質 向上を図 るこ ともそ のひ とっ です が、全力で取 り組 んで

い きたい と考 えます。

2022年 度 は4つ の大きな枠組 みの中でひ とつひ とつの課題 を解決 ・実行 して

い く所存 です。以下に具体的な取 り組み を挙 げています のでご参照 くだ さい 。

2022年 度 も工業会活動 に一人 で も多 くの会員の方 に参加 して頂 き、実 りあ る

活動 を展 開 してい きたい と考 えます ので ご協力を宜 しくお願い致 します。

1.鉄 リサ イクル業を通じた資源循環型社会の推進及び2050年 カーボンニュー トラ

ル に向けた貢献等 、地球 環境保全 に寄 与する事 業へ の取 り組み

持続 可能な循環型、低炭素社会 の実現 に向けて、資源 ・エネルギー の有効活

用や環 境負 荷低減等の重要性 が高まり続 けている中で、2020年10月 に菅前総理

が 「2050年 カーボンニュートラル の実現」を宣言 以降、わが国の経済社会 は、脱炭

素化 に向けて大きく舵を切 ることとなりました。鉄 鋼業界もカーボンニュートラル の

実現 に向けた諸施策を相 次いで発表しており、その一つとして、鉄スクラップ利 用

の重要性が謳われております。
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我 が国の経済社会 における資源 リサイクル分野を支 える重要な担い手である当

工業会 においてもグn一 バルな視 点に立って、資源 の再生化及び鉄鋼 業界の脱

炭素化への貢献を通じ、地球環境保全 に尽力してまいります。

(1)「2050年 カーボンニュートラルにむけた貢献 」

①2020年10月 の「2050年 カーボンニュー トラル宣言」を発表以 降、鉄鋼業界 に

おいても脱炭素化 の動きが本 格化し、中でも鉄スクラップの環境価値が従 来 に

比してより注 目度が高まっております。

こうした 中、2021年 度は、外部調査機 関協力 のもと「鉄スクラップの環 境価

値 ～鉄リサイクルのCO2削 減効果等」の調査事 業を実施いたしました。2022

年度 は、同調査結果 に基づき、「鉄スクラップの環境価値と当業界の2050年

カーボンニュートラルに向けた貢 献等」の対外発信 に向け準備 を進 めてまい り

ます。また、海外主要国の鉄リサイクル業界 にお けるCO2削 減への考え方や

取 り組み内容、会員各社 が取り組 める具体的なCO2削 減施策等を研究し、情

報提供を行ってまいります。

更 に、資源リサイクル 、地球環 境保全分野 にお ける法令や制度 の改正 、新

たな施策及び内外情勢等 に関する講演会 、研修会等を開催します。

【環境委員 会】

② 「鉄スクラップ業のカーボンニュートラル に向けた今後の対応等jに ついては経

・済産業省金属課 との意見交換 に加 え、日本鉄鋼連盟 、普通鋼電炉工業会等 、

鉄鋼業界 関連団体とも意見交換の場を設 けていただくよう働きかけを行 うことと

します。 【本部他 】

(2)「高度な自動車リサイクル法 の実施:マ テリアルリサイクルの促進 」

自動車リサイクル法 に関し、自動車リサイクル の中枢を担う業界の立場か ら、

合理的、効率的なリサイクルが実施 され、「3Rの 推進」及 び 「リサイクル の質 の

向上」が達成されるべ く関係 各機 関と協議 します。特に、現在進行 している自

動 車リサイクル法見直し(マテリアルリサイクル の促進 及びASRの 削減)に 関し、

積極 的に意見具 申して参ります。 【自動車リサイクル法委員 会 】

(3)「鉄スクラップの品質向上等に向けた取 り組み」

ダストや非鉄混入等の製鋼用スクラップの品質問題に関する各支部での取り

組みやリチウムイオン電池等に起因した火災事故防止策等に関する意見交換、

情報共有を進めるとともに、日本産鉄スクラップの国際競争力強化等について



も議論を行っていきます。また、鉄スクラップを取 り巻く課題や環境変化 につい

て普通鋼電炉工業会 との対話 を継続します。

加 えて、鉄スクラップの品質 向上等 に向けた取り組 みの重要性 に鑑み、今後

本 問題 に関する特別委員会 の設置等を含め検討 します。 【本部他 ユ

(4)「国際交流を通じた 日本の鉄リサイクル業のプレゼンス向上」

国際機 関との相互交流 を深 め、また国際会議 等の場で 日本 の優 れた鉄 リサ

イクルシステムや技術を引続 き発信していくことにより、日本の鉄リサイクル業 の

プレゼンスの向上 に尽力致します。アジアを中心 として、広く欧米も含 めた鉄ス

クラップのリサイクルネットワークの形成を 目指します。「国際鉄リサイクルフォー

ラム」では会員及び関係者 に資す る有益な情報提供 に努めます。

【国際ネットワーク委員会 】

(5)「鉄スクラップの適正な回収処 理の推進」

社会 的にさらに信頼される鉄リサイクルを推進していくため、当工業会 が 自主

管 理する「金属リサイクル伝票 」を発給し、鉄スクラップの適 正な回収処理 を引

き続き目指すこととします。 【業務対策委員 会 】

2.会 員各社 の経 営、業務基盤等 の維持 ・強化に資する事業の推進

(1)「委員会、支部、部会の各種 活動の活性化と連携強化」

業界 が直面する諸課題 について、会員 の意 見等を十分 に踏 まえ、担 当する

各 委員会 等を中心 に的確 な対応 を図ることとします。加 えて、支部 、部会 にお

いても、独 自の講演会 、勉 強会、研修会 の開催や個別ニーズに応 じた独 自組

織 の運営等 のほか、定例 、臨時の支部 、部会会合 の活発 な開催 、本部 ・委員

会 との密接な連携 により地域 特有 の問題等 についても、詳 細な事業展 開を図り

ます。 【本 部他 】

(2)「労働安全衛生の強化、徹 底に向けた取 り組み」

安全水準の向上に向けた取組として、高齢者や経験年数の浅い従事者の事

故発生が減少しないことから、会員各社で実施されている安衛活動の支援として

設備機械や重機等の操作上の課題等を中心にした労働安全衛生講習の動画

配信や作業現場等で身近に潜む危険を実際に肌で感じ、職場での安全意識を



高めるために「危険体験学習会」の開催 を計画し、労働災害撲滅 に向けた活動

を継 続します。

また、業界 固有の労働 災 害事例調査 を引き続き実施し、その傾 向や要 因 の

分析 に取 り組むとともに情報共有 を図り、会員各社 での労働安全活動 の一 助 と

して活 用頂くこととします。

会員 の労働安全衛生活動 の支援策として、安全ポスターの作製 ・配布 、中央

労働 災害防止 協会等で行われる労働安全事業 にっいての情報提供を継 続 しま

す。加 えて、普通鋼 電炉 工業会の協力を得 て、過積載防止 に向けての過積載 防

止ポスターを引き続き作製し、会員各社 に対する啓発と注意 喚起 に努 めます 。

また、災害共済会保険(施設賠償責任保険及び労働災害総合保険等)に つ

いては、その内容を検討し会員各社に紹介します。 【業務対策委員会】

(3)「港湾整備等の促進に向けた取組み」

鉄スクラップの東南アジア、更 にその以西 に向けた船積みの増加 に伴い 、輸

出船の大型化が求 められてきました。国交省 主管 「リサイクルポート推進 協議

会 」内設置の 「国際資源 循環部 会」では石狩湾新港 を中心とした港湾 整備 を

提言してきましたが、2021年3Eに 同港 の拡 張計画が承認 されました(2026年

に新規 開港予定)。今後 は、他 の鉄スクラップ積 出港 の港湾整備や複 数港積

み を進言していきたいと考 えます。また、国交省 及び財務省 は鉄スクラップ に

バイオマス燃料等も対象商 品に加 え前 向きに検討 を始めていますが、このよう

な動 きに対しても、機 を逃 さないよう積極 的 にその実現 に参画 していきたいと

考 えます。 【港湾委員 会 】

(4)「人材確保等 、雇用の多様 化に向けた取 り組み」

①鉄スクラップ業における人手不足の中、人材確保の観点から若手人材の確保

に努めるとともに高齢者雇用の促進を図る等、雇用の多様化に目を向けた活動

を行います。 【本部他】

②次世代を担う若 手の人材 育成を 目的とし知 見を広げる活動 噺 発見セミナ ー2

1」を引き続き推進して参 ります。今年度は、従来 の見学を中心とした移動型 セ

ミナーのみならず 、新しい形式 によるセミナー開催 、例えばウエビナ ー等 につ

いても検討します。 【広報委員 会 】
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(5)「国内外の鉄スクラップの流通に係る課題解決 に向けた取 り組み」

鉄スクラップの国内流通 や輸 出に係 る全般 的な情報 を収集 し、工業 会会員

に発信することで工業会の活動を支援します。国内流通 にかかわる諸課題(鉄

スクラップの品質 向上等)を 取り上 げ、業界がより良い方 向に向かうべ く支 援 し

ます。 【商社流通委員 会 】

(6)「鉄スクラップの需給関連データの収集 、分析」

資源 ・環境を巡る内外情勢 を迅速かっ的確 に捉 えるため、調査分析 、情 報

収集 に努めます。このうち鉄スクラップ需給の関係では、市場調査を主要事 業

とする(一社)日 本鉄源協会 と緊密な連携 、協力 を図ることとします。 【本部 他 】

3.鉄 リサイクル業の社会的認知度向上に向けた各種情報発信

(1)「機 関誌、パンフレットの更なる充実化に向けた取 り組み」

工業会の活動報告、業界 事業の紹介や各 地のトピックス等を掲載する機 関誌

『鉄リサイクルニュース』を発行 します。掲載記事 については広く投稿 を呼び掛 け、

紙面 の充実化 を図ります 。また、工業会パンフレットの掲載データ等を更新 し発

行します。 【広報委員会 ・本部 】

(2)「工業会HPの 更なる充実化に向けた取 り組 み」

工業会ホームページについては、有益な情報 、タイムリーな情報 を掲載し更な

る充実化 に努 め、会員 内外を問わず多くの方 々に閲覧していただけるペ ージ作

りを行 なって参 ります。また、新たな広報媒体、情報発信ツールの導入 を検討 い

たします。例えば、ホームペ ージ更新情報や 工業会本 部発の情 報を会員 へ発

信するメールシステムの導入を検討します。1広 報 委員 会 ・本 部 】

(3)各 種事業のPR、 情報発信 のバックアップ

本部 、各支部 、各委員会 が実施する各種事業 のPR、 情報発信 など広報 活動

をバックアップします。 【広報委員 会 】

4.工 業会 自身のガバナンスに係 る取 り組み

(1)一 般社 団法人としての対応

新公 益法人制度 に基づく「公益 目的支 出計画」が2020年 度決 算で終 了し、

2021年 度より、改 めて「一般社 団法人及 び一般財 団法人に関する法律」に基づ

き事業活動 を推進しておりますが、22年 度も、法規範 に則 り事 業活動 を推 進 し

ます。 【本部 他 裏
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(2)工 業会の業務管理 ・運営体制 の整備 ・強化

当工業会の使命 が十分 に発 揮できるよう工業会 自身 の業務管理 、運 営体 制

の効率化 、合理化 に努めます。

① 定款、諸規程 、内部ル ール等の見直し

定款、諸規程、内部ル ール等 を常時見直 し整備す ることによ り、よ り効

率的な業務 を進 め合理化 を図 ります。 【本部他 】

② 本部事務局 ・支部事務 局の業務の効率化 ・合理化の推進

本部事務局、支部事務 局の 日々業務 の一層の効率化 ・合理 化の推進 に向

け、より意識 の高い連絡 ・チェック体制の構築 に努 めます。会計 監査 において

は、監事 による監査に加 え、会計監査法人 による監査の導入を検討 します 。

【本部、財務委員会 他 】

(3)工 業会内部のコミュニケーションの深化

各委員会や支部 ・部会 の活 動が孤 立しないよう、幹部や支 部 ・委員会 間の

コミュニケーションを深 めるよう努 めます。支 部 ・部会 の諸活動 への幹 部 ・本 部

職 員の参加 の機会を設 け、事務 局相互 の連携 を深 める等 、工業 会の内部 コミ

ュニケーションの深化 に努 めます。 【本 部他 】

以 上


